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Ⅳ 調査結果の概況 

 

１ 概況 

 

平成 24 年 2月 1日現在で実施された「経済センサス－活動調査」の結果、本市の民営事業所

数（事業内容等が不詳の事業所を除く）は、13,752 事業所で「平成21年経済センサス－基礎調

査」（調査期日：平成21年 7月 1日）の結果と比べると、事業所数は6.6％減となっている。 

従業者数は 123,721 人で「平成 21 年経済センサス－基礎調査」の結果と比べると、従業者数

は5.7％減となっている。 

 

 

２ 産業大分類別の事業所数及び従業者数 

      

表１ 産業大分類別 事業所数、従業者数 

構成比(%) 構成比(%)

農 林 漁 業 69 71 0.5 2.9 813 883 0.7 8.6

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 2 1 0.0 -50.0 25 3 0.0 -88.0

建 設 業 1,313 1,177 8.6 -10.4 9,204 8,081 6.5 -12.2

製 造 業 909 856 6.2 -5.8 14,522 13,562 11.0 -6.6

電気・ガス・熱供給・水道業 5 6 0.0 20.0 210 241 0.2 14.8

情 報 通 信 業 100 84 0.6 -16.0 1,290 808 0.7 -37.4

運 輸 業 ， 郵 便 業 270 255 1.9 -5.6 6,429 5,453 4.4 -15.2

卸 売 業 ， 小 売 業 4,202 3,848 28.0 -8.4 30,382 27,944 22.6 -8.0

金 融 業 ， 保 険 業 323 303 2.2 -6.2 4,083 4,024 3.3 -1.4

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 869 827 6.0 -4.8 2,702 2,790 2.3 3.3

学術研究，専門・技術サービス業 594 570 4.1 -4.0 3,103 2,993 2.4 -3.5

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 2,109 1,906 13.9 -9.6 14,530 13,215 10.7 -9.1

生活関連サービス業，娯楽業 1,365 1,295 9.4 -5.1 6,666 6,061 4.9 -9.1

教 育 ， 学 習 支 援 業 431 413 3.0 -4.2 4,524 5,009 4.0 10.7

医 療 ， 福 祉 1,090 1,105 8.0 1.4 21,113 21,986 17.8 4.1

複 合 サ ー ビ ス 事 業 78 67 0.5 -14.1 880 747 0.6 -15.1

サービス業(他に分類されないもの) 1,000 968 7.0 -3.2 10,765 9,921 8.0 -7.8

全 産 業 (S 公 務 を 除 く ) 14,729 13,752 100.0 -6.6 131,241 123,721 100.0 -5.7
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事業所数を産業大分類別にみると、「卸売業，小売業」が3,848 事業所（全産業の 28.0％）と

最も多く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」が1,906 事業所（同13.9%）、「生活関連サービス

業，娯楽業」が 1,295 事業所（同 9.4%）、「建設業」が 1,177 事業所（同 8.6%）と続いている。

「卸売業，小売業」と「宿泊業，飲食サービス業」の２産業で全事業所数の41.8%を占めている。 

主な産業（事業所数上位 8 産業）を「平成 21 年－基礎調査」と比べると、増加率は「医療・

福祉」が1.4％増と最も高くなっている一方、減少率は「建設業」が10.4％減、次いで「宿泊業、

飲食サービス業」が9.6％となっている。 
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従業者数を産業大分類別にみると、「卸売業，小売業」が 27,944 人（全産業の 22.6％）と最

も多く、次いで「医療・福祉」が21,986 人（同 17.8%）、「製造業」が13,562 人（同 11.0%）、「宿

泊業、飲食サービス業」が13,215 人（同 10.7%）となっており、この４産業で全従業者数の62.0%

を占めている。 

主な産業（従業者数上位 8 産業）を「平成 21 年－基礎調査」と比べると、増加率は「医療・

福祉」が4.1％増と最も高くなっている一方、減少率は「運輸業，郵便業」が15.2％減、次いで

「建設業」が12.2％となっている。 

 

図１ 産業大分類別 男女別従業者数の構成比 
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従業者の男女比を産業大分類別にみると、男性は「鉱業、採石業、砂利採取業」（100.0％）が

最も高く、次いで「運輸業，郵便業」（86.5%）、「電気・ガス・熱供給・水道業」（83.8%）となっ

ている。女性は「医療，福祉」（74.0%）が最も高く､次いで「宿泊業，飲食サービス業」（59.6%）、

「生活関連サービス業，娯楽業」（57.3%）となっている。 

  ※男女別が不詳の従業者を含むため、男性と女性の比率の合計は、100.0％にならない場合がある。 
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３ 経営組織別の事業所数及び従業者数 

 

表２ 経営組織別 事業所数、従業者数 

事　業　所　数 従　業　者　数

構成比 構成比 構成比 構成比

14,729 100.0% 13,752 100.0% -6.6% 131,241 100.0% 123,721 100.0% -5.7% 

7,131 48.4% 6,420 46.7% -10.0% 22,767 17.3% 20,844 16.8% -8.4% 

7,450 50.6% 7,195 52.3% -3.4% 107,926 82.2% 102,265 82.7% -5.2% 

会　　社
6,395 43.4% 6,154 44.7% -3.8% 84,759 64.6% 77,901 63.0% -8.1% 

会社以外
の法人 1,055 7.2%  1,041 7.6% -1.3% 23,167 17.7%  24,364 19.7% 5.2% 

148 1.0% 137 1.0% -7.4% 548 0.4% 612 0.5% 11.7% 

個　　　人

法　　　人

法人でない団体

民　 　　営

経　営　組　織 Ｈ２１
基礎調査

Ｈ２４
活動調査

増減率
Ｈ２１

基礎調査
Ｈ２４

活動調査
増減率

 

 

事業所数を経営組織別にみると、「個人経営」が 6,420 事業所（民営事業所全体の 46.7%）、「法

人」は7,195 事業所（同52.3%）うち、「会社」は6,154 事業所（同44.7%）となっている。 

 「平成 21 年－基礎調査」と比べると、「個人経営」は 10.0％減、「法人」は 3.4％減となってい

る。 

 従業者数を経営組織別にみると、「個人経営」は20,844人（従業者全体の16.8%）、「法人」は102,265

人（同 82.7%）うち、「会社」は77,901 人（同 63.0%）となっている。 

 「平成21年基礎調査」と比べると、「個人経営」は8.4％減、「法人」は 5.2％減となっている。 
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４ 主な産業の売上（収入）金額について 

 

表３ 主な産業別 売上（収入）金額及び 1事業所当たり売上（収入）金額 

産　業　大　分　類 事業所数
売上(収入)金額

(百万円)
１事業所当たり売上
(収入)金額  (万円)

農林漁業 56 6,643 13,286

鉱業，採石業，砂利採取業 1 X X

製造業 762 270,209 36,270

情報通信業(うち中分類「情報サービス業」，「インターネット
附随サービス業」) 39 3,995 10,513

卸売業，小売業 3,201 717,446 22,820

不動産業，物品賃貸業 691 51,354 7,464

学術研究， 専門・技術サービス業 474 22,928 4,910

宿泊業，飲食サービス業 1,362 47,806 3,557

生活関連サービス業，娯楽業 1,031 97,703 9,626

教育，学習支援業(うち中分類「その他の教育」，学習支援
業」) 283 8,026 2,897

医療，福祉 869 153,336 17,727

複合サービス事業(うち中分類「協同組合」) 12 4,932 49,321

サービス業（他に分類されないもの）（うち中分類「政治・経
済・文化団体」，「宗教」以外) 475 44,595 9,632
注：上表に記載されていない産業（※）は、複数事業所企業の事業所（他の事業所との間に本所・支所の関係を持つ事業所）に

　ついて、事業所の性質上、売上を事業所ごとに分けて算出することが困難なことから、年間売上高の合計が算出されていない。

※年間売上高の合計を算出できない産業・・・「建設業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」のうち中分類「

　通信業」・｢放送業」・「映像・音声・文字情報制作業」、「運輸業，郵便業」、｢金融業，保険業」、「教育，学習支援授業

　」のうち中分類「学校教育」、「複合サービス事業」のうち中分類｢郵便局」、「サービス業（他に分類されないもの）」のう

　ち中分類「政治・経済・文化団体｣及び「宗教」。　  

売上（収入）金額を主な産業別にみると、「卸売，小売業」が7,174 億 46 百万円と最も多く、次

いで「製造業」が2,702 億 9百万円となっている。 

1事業所当たりの売上（収入）金額は「複合サービス事業（うち中分類「協同組合」）」が 4億 9,321

万円と最も多く、次いで「製造業」が 3 億 6,270 万円、「卸売業，小売業」が 2 億 2,820 万円とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


